
祉

の総合相談窓口となる

の

地域包括支援センター

推

を連携拠点として地域

進

包括ケアシステムの
0

上

8-03 充実に努める

位

。

自立生活への支援 ・

政

介護予防対象者を早期

策

に把握し、要支援など

0

になるおそれが高い介

4

護予防対象者に対して

健

は、介護予防ケアマネ

康

ジメン
トを行うなど、

で

一貫性・連続性のある

幸

「総合的な介護予防シ

せ

ステム」の充実をめざ

に

す。
・介護予防・日常

す

生活支援総合事業の実

ご

施に向け、地域住民や

せ

関係機関、民間企業と

る

連携して、多様なサー

ま

ビスの提供体
制づくり

ち

を推進する。

施策統括課 介護福祉課 施策統括課長名 田中　徳彦

関連課 福祉総務課、介護福祉課

関連する 東久留米市地域福祉計画（第3次改定版）、第7期（平成30年度～令和2年度）東久留米市高齢者福祉計画・介護保険事業計画

個別計画等

新たな支え合いの構築、地域包括ケアシステムの構築に向けた取り組み、高齢者福祉計画・介護保険事業計画の
予定計画事業

推進

・だれもが住み

令

慣れた地域社会で安心

和

して生活が続けられる

3

よう、民間福祉機関や

年

団体、地域社会などと

度

の協働により、
施策に

施

対する
地域福祉の基盤

策

づくりを進めるととも

評

に、社会参加と交流の

価

促進を図る。
基本的な

表

考え方
・介護が必要な

(

状態となっても、支援

令

を必要としている本人

和

やその家族が安心して

2

暮らせるよう社会全体

年

で支え合う仕組
（第4

度

次長期
みを構築し、地

振

域包括ケアシステムの

り

推進を図る。
総合計画

返

より）

基本事業名（1

り

～3） 第4次長期総合

)

計画における方向性
・

１

さまざまな生活課題へ

　

の対応に取り組み、地

施

域福祉の推進を図る。

策

08-01 ・市民が福

の

祉への意識・関心を高

概

め、新たな支えあいの

要

仕組みづくりを理解し

（

てもらうため、ボラン

第

ティアや自治会活動

地

4

域福祉基盤の育 、地域

次

交流などの活性化を図

長

る。
・身近な地域でつ

期

なぐ仕組みづくりを進

総

めるため、地域福祉コ

合

ーディネーターを段階

計

的に配置し、市民、関

画

連機関、市が
成・強化

（

連携し、参画の機会・

後

経験を積み、市と市民

期

が協働しながら、地域

：

社会のさまざまな福祉

平

課題の解決に努める。

成

・民生・児童委員の担

2

い手の確保、活動の充

8

実に向けた取り組みを

年

推進する。

・公的サー

度

ビスと地域団体、ボラ

～

ンティア、NPOなど

令

による地域福祉活動相

和

互の結びつきを深め、

2

地域の高齢者を始めと

年

08-02 する市民一

度

人ひとりが参画できる

）

よう、地域のネットワ

に

ークづくり・地域づく

掲

りを進める。

交流の場

げ

と安全の ・高齢者自身

る

が地域社会を支える存

事

在や担い手として、社

項

会活動や地域活動に参

）

加できる仕組みづくり

施

に取り組む。
・関係機

策

関との連携を強化し、

名

日常の見守りや災害時

0

に支援ができるネット

8

ワークを形成し、地域

高

全体で高齢者や要援護

齢

確保
者を支える体制を

者

推進する。

・日常生活

福

圏域で生活する高齢者



4次長期総合計画における方向性
・介護保険制度の安定的な運営とサービスの質の向上を図り、高齢者が住み慣れた地域で安心して生活できるよう介護保

08-04 険サービスの充実に取り組む。

介護保険制度の運 ・第7期介護保険事業計画に基づき、世帯非課税低所得者の保険料軽減を行うなど、利用者負担の見直しを適切に行う。
施設及び居宅サービスは、生活圏域に配慮して適正に事業者の誘導を行う。

営
・地域住民や自治会などと連携し、介護予防事業への参加の促進と介護予防の意識を高める環境づくりに努める。

２　施策の成果指標と実績

No 成果指標 単位 平成30年度 平成31年度 令和2年度

民間福祉サービス提供団体数
1 団体 8 8 9

要介護認定率　(認定1号被保険者数／1号被
2 ％ 17. 9 18. 6 19. 3

保険者数）3月末

3

4

5

３　施策内事務事業数と施策のコスト

項目 単位 平成30年度 平成31年度 令和2年度

本

１

施策を構成する事務事

　

業数 本 49 47 46

ト

施

ータルコスト 千円 8,

策

939,244 9,4

の

96,690 9,75

概

2,550

事業費（内

要

書き） 千円 8,805

（

,709 9,357,

第

735 9,609,8

4

23

人件費（内書き）

次

千円 133,535 1

長

38,955 142,

期

727

総合計画（後期：平成28年度～令和2年度）に掲げる事項）

基本事業名（4～5） 第



が生じている
い存在の民生・児童委員の欠員

４

が定数の3割程度とな

　

り、 ことから、引き続

基

きその役割を担う方の

本

確保のため、常時適任

事

者に関する情報
地域福

業

祉基盤の育成、強化に

に

向けての課題となって

つ

いる。 を収集し、適任

い

者を推薦できるよう取

て

り組む。
・地域での身

（

近な相談支援や関係機

1

関とのネットワークづ

～

・地域福祉コーディネ

3

ーター配置事業につい

）

ては、引き続き、西部

現

地域におい
くりなど、

状

地域を「つなぐ」役割

と

を果たす仕組みとして

課

の て関係機関や生活困

題

窮者自立支援制度によ

令

る支援相談員と連携し

和

、アウトリー
地域福祉

4

コーディネーター配置

年

事業を行っており、地

度

域の チを行い事業を実

に

施し、福祉制度の狭間

向

に置かれた方への個別

け

支援や地域・団
「つな

た

がり」と「支えあい」

方

を進めていくことが課

向

題であ 体支援に取り組

性

む。
る。

1

・高齢化率

・

が28％を超え、稼働

ひ

年齢層を中心とする世

と

代が ・元気な高齢者に

り

は、地域社会を支える

暮

担い手として、社会活

ら

動や地域社会に
高齢者

し

世代を支えるという従

の

来のスタイルの維持が

高

困難と 参加できるよう

齢

支援していく。
なって

者

いる。 ・また、そのた

や

めに自治会や協働に取

高

り組む市民活動団体と

齢

の連携が図れるよ
・今

者

後は高齢者同士の支え

世

合いや次世代育成にも

帯

つながる う、機会の提

へ

供をする。
世代間交流

の

による支え合いが求め

支

られる。
・高齢者自ら

援

が社会参加の機会を増

に

やしていく仕組みづく

欠

りが必要となる。

2

・

か

一人暮らしの高齢者や

せ

、要介護・要支援認定

な

者の増加に ・「第8期

・

（令和3（2021）

民

年度～令和5（202

生

3）年度）高齢者福祉

・

計画・介護
伴い、住ま

児

い、介護予防、生活支

童

援などを一体的に提供

委

す 保険事業計画」にお

員

いても、引き続き、自

に

立支援・重度化防止等

つ

に関する施策
る、「地

い

域包括ケアシステム」

て

を深化していくことが

は

課題 及び介護予防・健

、

康づくりに資する施策

令

に取り組むとともに、

和

在宅医療・介護
となっ

元

ている。 連携や認知症

年

施策推進大綱を踏まえ

1

た認知症施策などの事

2

業に取り組み、地域
・

月

住民主体の地域の支え

の

あいなどの円滑な実施

一

が課題とな 包括ケアシ

斉

ステムの深化・推進に

改

努める。
っている。 ・

選

地域包括ケアシステム

後

を支える介護人材のす

も

そ野を広げる事業の取

欠

り組みを
引き続き行う

員

。

3



）年度～令和5（2023）年度）高齢者福祉計画・介護
）、保険給付費は8,661百万円（前年度比3.2％増）となっ 保険事業計画」においても、制度の持続可能性を維持しながら事業の進捗の把
ている。 握と計画の達成に向けた運営に努める。
・給付費は計画の範囲内であるが、引き続き、給付費の適 ・

４

国が進める地域包括ケ

　

アシステムを支える業

基

務効率化にも資する取

本

り組みと
正化などの取

事

り組みが求められる。

業

して、介護関係１１手

に

続きのオンライン化（

つ

自治体DX）の構築に

い

向けた取り組
みを推進

て

する。

4

5

５　令和4

（

年度に向けた施策方針

4

【第５次長期総合計画

～

における施策名「支え

5

合う地域福祉の推進」

）

】

・高齢者が安心して

現

暮らせる地域社会とす

状

るため、「地域福祉計

と

画（第3次改定）」(

課

平成27(2015)

題

年度～令和6(202

令

4)年度)に沿

って、

和

引き続き、「新たな支

4

え合い」の構築をめざ

年

していく。

・「支え合

度

う地域福祉の推進」と

に

いう視点から、生活保

向

護に至る前段階の自立

け

支援・生活困窮対策事

た

業全体を通して、市、

方

関係

機関の役割を検討

向

、整理していく。

【第

性

５次長期総合計画にお

・

ける施策名「高齢者が

要

いきいきと暮らせる地

介

域づくり」】

・202

護

5（令和7）年及びそ

（

の先の2040（令和

要

22）年を見据え、高

支

齢者が住み慣れた地域

援

で自立した日常生活を

）

過ごせるよう、「

第８

認

期高齢者福祉計画・介

定

護保険事業計画」に沿

者

って、医療・介護・介

数

護予防・健康づくり・

は

生活支援・住まいを一

6

体的に支援

する施策の

,

取り組み（地域包括ケ

5

アシステムの構築）を

9

継続的に推進する。ま

6

た、地域の状況に応じ

人

たサービス基盤の整備

（

及び

人的基盤の確保に

前

留意し、将来に向かっ

年

て持続可能な介護保険

度

制度の運営に努める。

比

６　令和4年度の施策

4

の位置づけ

.7％増 ・「第8期（令和3（2021

―


